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Summary

　 ソ フ トハ ウ ス に おけ るバ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ

ー
ドの 導入 を目的 と した 10 ヶ 月間に 及ぶ ア ク シ

ョ ン ・リ サ ーチ に つ い て の 報告 で あ る 。 当初 は
，

個人業績評価の 改善 の ため にそ の 導入 が検討 さ

れた 。 結果的に，本格導入 には至 らなか っ たが ，

試行期 間へ と至 る過程に有形無形 の効果が あ っ

た と考え て い る 。
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1　 は じめ に

　本研 修制度 は ，原価 計算 の 研究 を志す者が ，

企業実務を作業者 として経験する こ とで，実地

を把握 し ， そ の 過程 で 広 く企 業の 原価計算上 の

課題 を発見 し，課題解決 に 向け た独創的研究の

着眼点 を得 る こ とを目的 と し て い る 。 本稿 は，

こ の 目的 の もと，  イ ン テ リジ ェ ン トウ ェ イブ

にお い て 実施 した 10 ヶ 月間の 研修成果の 報告で

あ る 。

皿　研修先企業 の概要

　   イ ン テ リ ジ ェ ン トウ ェ イブ （代 表取締 役

山本祥之氏）は ，1984年設立
， 本社は 東京都中

央区，事業内容は，カ
ー

ドビジ ネ ス の フ ロ ン ト

業務，デ ィ
ー

リ ン グ ・ト レ
ー

デ ィ ン グ業務お よ

び パ ッ ケ
ー

ジ の 製造 ・販売 ・技術支援 ，シ ス テ

ム ・イ ン テ グ レ ーシ ョ ン 案件 にお け る ハ ー
ド等

の 販 売，セ キ ュ リ テ ィ シ ス テ ム 業務で ある 。

　第 21期 （平 成 16年 6 月期） に お い て は
， 売

上 高5，257百万 円，当期純利益 156百万円，資本

金 843百万円，従業員数 242名で ある 。

　研修期 間は
， 平成 16年 6 月 1 日 よ り平成 17

年 3 月 31 日まで ，配属部署は管理 本部経営企画

室，研修 内容は バ ラ ン ス ト
・ス コ ア カ ー

ド （以

下 ，
BSC と呼ぶ ）の 導入 業務で あ っ た 。 直属 の
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上 司 として
， 常務執行役員管理本部長兼経営企

画室長白杉政晴氏に ご担当い ただ い た 。

皿　問題の 所在

　 ソ フ トウ エ ア の 受注開発 ・保守業務 で は
， 業

務に 要す る 人数に期間 を乗 じて 料金 を見積 る 人

月契約が
一

般 的 である。サ
ービス 原価 の 多 くは

人件 費で あるた め，費 目別 の 詳細 な見積原 価計

算に 基づ き受注価格 を提示す る よ りも ， 業務 の

難易度 に応 じた料率に 所要時 間 （工 数）を乗 じ

た 見積計算が 妥当 して きた。つ ま り，料率 に利

益額が内包 され て お り，売上 に連動 して 利益額

も増加する ため，業績 目標 と して 売上高 を偏重

す る傾 向があ っ た
［1）

。

　 そう した 中，  イ ン テ リ ジ ェ ン ト ウ ェ イ ブ で

は ，パ ッ ケ ージ ・ソ フ トの 開発 ・販売 に 重点が

シ フ トする 中で ，実績 （短期的な売上 ） に偏重

する の で は な く，新 しい こ と に チ ャ レ ン ジす る

人 を高 く評価す る仕組み を作 りた い と考 えて い

た 。 加え て ，事業部 問に お い て 個 人評 価 に差が

あ る と い う問題 が あ っ た。個人間で 格差 をつ け

る事業部 とそ うで な い 事業部が 混在 した た め
，

個 人評価 を見て も，事業部横断的 に人 を評 価す

る こ とは困難で あ っ た 。

　 こ うした問題 を解決する た め ，か つ て EVA の

導入 が検討された。しか しなが ら， 主 と して 株

主価値 と連動す る業績評 価指標 で ある た め
， 適

当で はな い だ ろ うと見 送 られ た 。 そ の 後 ， 従業

員や 顧客 と い っ た そ の 他 の ス テ ーク ホ ル ダ
ー

に

と っ て の 価値増大 に 役立 つ 業 績評価指 標 と し

て ，BSC に 白羽 の 矢が立 っ た 。

】V　BSC 導入プロ ジ ェ ク ト

1．パ イロ ッ ト事業部へ の導入 プロ ジ ェ ク ト

　まずは
， 試験的に 導入する 2 つ の 事業部 （オ

一プ ン シ ス テ ム事業部 と セ キ ュ リ テ ィ
・シ ス テ

ム 事業部） を選択 した 。 他 に も，管理本部，営

業本部を含め 6 つ の 事業単位が あ っ たが ，BSC

の 4 つ の 視点の あて は まりの よさ ， 顧客 ・商品

ご とに 担当業務が分か れ て い る マ ネジ ャ
ーの 業

務区分の 明確さな どを勘案 した結果 で ある。

　オープ ン シ ス テ ム 事業部は ，銀行 ・証券会社

に お ける トレ
ー

デ ィ ン グ ・デ ィ
ー

リ ン グ業務 シ

ス テ ム の 構築，業務 パ ッ ケ
ー

ジ の 開発 ・販売 ・

保守な ど を行 っ て い る 。 売上 の 多 くは ，顧客企

業に 出向き，
シ ス テ ム 担当者 との 協働を通 じて ，

シ ス テ ム の 構築 ・保守を行 う受注業務で ある。

　セ キ ュ リ テ ィ
・シ ス テ ム 事業部 は

，
カ
ー

ド不

正利用検知 シ ス テ ム の 開発 ・販売 ・保守 ， 内部

情報漏洩対策 シ ス テ ム 「CWAT 」の 販売 ・保守

な どを行 っ て い る。

　次 に ， 2 事業部 の 事業 部長 か ら事業概要，今

後の 展開，ビ ジ ネス お よび マ ネジ メ ン ト上の 課

題 な どを ヒ ア リ ン グ した後 ， キ ッ ク オ フ
・ミー

テ ィ ン グ と して ，事業部長お よ び マ ネジ ャ
ー全

員に
，
BSC を解説 し，導入 ス ケ ジ ュ

ー
ル を提示

した 。 キ ッ クオ フ ・ミ
ー

テ ィ ン グで は ，社長の 参

加を要請 した 。 それ は実現 しなか っ たが ，BSC

導入が社長の 肝煎 りの プ ロ ジ ェ ク トで あ る こ と

は
， 事前お よ び そ の 場で 白杉氏 よ り説明 して 頂

き，十分に伝 わ っ て い た ようで ある。

　その 後，半年間をか け て BSC 作成 に向けて ，

戦略 マ ッ プ の 作成 （戦 略 目標 の 識 別 ），成 果指

標の 識別，パ フ ォ
ー

マ ン ス ・ドラ イバ ー
の 選択

と い っ た プ ロ セ ス を経 る こ とに なる （図表 1 参

照）。 そ の 間，各事業部で は，就業時 間後，週

に 1 度 会合 を持 ち，私 は管理 本部 に籍 を置 き ，

出社時間ならび に E −mail を通 じて ，進捗管理 な

らび に ア ドバ イ ス をする と い う体制 をと っ た。
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図表 1BSC 導入ス ケジ ュ
ー

ル

2004．6．テ ス トラ ン 事業部 選 定

　 　 　 プロ ジェ ク ト・
チ
ー

ム 編成

　 　 　 キ ッ クオ フ
・

ミ
ー

テ ィ ン グ

導入準備

9．戦 略 マ ッ プ ver．1 ● 「戦 略 目標 1の 識別 　導入期 間

10，ス コ ア カ
ー

ド作成 　● 「成 果指標」 の 識別

ll．ス コ ア カ
ー

ド作成　● 「パ フ ォ
ー

マ ン ス ・

　 　 ドラ イバ ー
」の 選択

12．試行 （12月か ら 月次 6 回，四 半期 2回 ｝ 試行期 間

　 月 1 回の ミーテ ィ ン グ

　 　 ● 前期 実績値．の レ ビ ュ
ー

　 　 ● ス コ ア カ
ー

ドの 修 正

2005．7， 本格導 入

　 こ の ス ケ ジ ュ
ール は ，2005年 7 月の 本格導入

か ら逆算 し，半年 間 （12月か ら月次 6 回，四半

期 2 回）の 試行期間 を確保 し，そ の 間に前期 ・

月 の 実績値 の レ ビ ュ
ー

と ス コ ア カ
ー

ドの 修正 を

進め る こ と を想定 した 。 半年間の 導入 （BSC の

初版 の 完成 まで の ）期間が確保で きた た め
， 十

分な時間 だと考え て い た 。

　 しか しなが ら，実際 に は作業が 遅 れ だ した 。

そ れ で も ， 比 較的順調 に推移 した オ ープ ン シ ス

テ ム 事 業部 に つ い て ，以 下 に 述 べ る こ と に す

る 。

　オ
ープン シ ス テ ム事業部で は，それ以前 に は，

事業部 全体を包括す る ような体系的なマ ネジ メ

ン ト ・コ ン トロ
ー

ル ・シ ス テ ム は 不在 で あ っ

た 。営業部 門が
， 事業部 と は 異な る 別 の プ ロ フ

ィ ッ トセ ン タ
ー

（営業本部 ） と し て 組織 され ，

事業部の 売上 高予算 も ト ッ プ ダ ウ ン に提示 され

て きた 。 そ の た め，事業部単位 で 主体 的に将 来

の 事業 ビジ ョ ン を掲 げ，そ の 実現 計画 と して 中

期経営計画 を設定 し
， 短期利益計画 を設 定す る

と い うこ とは なか っ た。

　本導入 プ ロ ジ ェ ク トで は ，SBU 単位で の BSC

作成 を意図 したため ， 営業部門に も参画 を要請

し
，

ア ッ パ ー ・ミ ドル ・クラ ス （事業部長，部

長） を中心 に，関連事業の 2
，

3 年後の 目標 と

して 事業 ビ ジ ョ ン に つ い て 話 し合 っ て もら っ

た 。

　当初 は ，事業 ビ ジ ョ ン とい う概念が 分か りに

くく， こ れ ま で 事業部が 主 体 とな り将来の ビ ジ

ョ ン に つ い て 意識する こ と も少 なか っ た た め，

そ の 設定は容易な作業で はなか っ た。その 中で ，

最初 に 出て きた事 業ビ ジ ョ ン は 「マ
ー

ケ ッ トニ

ーズ ・ニ ュ
ーテ ク ノ ロ ジ

ーへ の速 や か な対応 と

顧客満足度の 向上」で あ っ た 。
こ れ で は抽象度

が高す ぎ，事業部が 日指す べ き方向性 も曖昧で

ある と考え，どの ような技術に お い て ，ど の よ

うな競争優位性 を保持 ・獲得 しよ うとする の か

を よ り具体的 に 示 して くれ る ように依頼 した 。

　そ の 結果，事業 ビジ ョ ン は 「早 く，安 く，魅

力ある 良品 を提供す る」に決 ま っ た 。 総花的だ

が ，顧 客企業 との 長期的信頼関係の 下，ビジ ネ

ス を展 開 して い る事業特性 を考 える と妥当 な範

囲で あ る と考 え，次の プ ロ セ ス （戦略 目標の 識

別 ）へ 移行す る こ と に し た 。

　戦略 目標 の 識別過程で は，SBU の 権限を越え

た全社的課 題 ，中期的 に は達成不能 な到達点 ，

戦 略的 と い うよ りも 日常的活動 など も示 さ れ
，

視点間の 不 適切 な区分 （顧客の 視点 と業務 プ ロ

セ ス の 視点） も散見 され た 。 幸 い に も，抽出 さ

れ た項 目が網羅的 で あ っ たため ，こ の SBU に適

切 と考えられ る戦略 目標 を残 し
，

い くつ か の 戦

略 目標 を束ね た戦略テ ーマ も設定 し ， 戦 略 マ ッ

プが描か れた （図表 2参照）。

　続 い て，戦略 目標 の 成果 を測定す る た め の 尺

度であ る成 果指標 を識別 し， その 先行指標 とな

る パ フ ォ
ーマ ン ス ・ドラ イバ ーの 選択 へ と作業

を進め た 。 その 際 に
， 基本的に成果指標は 四半

期ご と に測定す る結果指標で ある こ と，そ の 先

行指標た る パ フ ォ
ー

マ ン ス ・
ドラ イバ ー

は 月次

で 測定 ・管理 して い く方針 を確認 した 。 つ ま り，
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図表 2　オープン シス テ ム事業部の 戦略マ ッ プ （一部省略）

一
　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

’

賑
の

筏
点

園
パ フ t 一マ ン ス ・ドライ バ ーを，戦略 目標 を達

成するため に重要 と考 える 日常業務の 管理指標

と位置づ け，それ ぞ れ の 項目 に つ い て
， 責任 の

所在 を明 らか に す るため に担 当マ ネジ ャ
ーを記

名す る ように求め た
。

　そ の 結果，概 ね ス コ ア カ ー
ドが固 まっ て きた

が ，既 に 12月 に入 っ て い た 。

2．全事業部 へ の導入計画

　11月に は，パ イ ロ ッ ト事業部で の ス コ ア カ ー

ドも未完成 で あ っ た が，同時並行的 に他の 事業

部へ の BSC 導入 に向け たキ ッ クオ フ
・ミ ーテ ィ

ン グ が開かれ た 。
こ の 頃 には ，

一
部の 事業部で

導入プ ロ ジ ェ ク トが先行 して い る こ とは広 く知

られ て い た ため，導入 プ ロ ジ ェ ク トの 全社的展

開も比較的容易に推移する もの と考えられ た 。

3．BSC 導入プロ ジ ェ ク トの成果

　12月以 降 ，
セ キ ュ リ テ ィ シ ス テ ム 事業部 を中

心 と した好調 な主 力事業の 強化 に向けた，事業

部の再編，社屋の 移転，社長の 交代 な どもあ り，

BSC 導入プ ロ ジ ェ ク トは ，遅 々 と して進行 しな

い 状況 に陥 っ た 。 そ して ，研修終了時点にお い

て BSC の 本格導入 に は至 らなか っ た。

　冒頭で 述 べ た通 り，BSC 導入 の 契機は 個 人業

績評価指標 と して の 役割期待で あ っ た。だ が，

そ の 後の 事業部長 との 面 談を通 じて，事業 レ ベ

ル で の 業績評価ッ
ー

ル と して の 期待 ， 戦略志向

の 組織体へ 転換す る ため の マ ネ ジ ャ
ー
教育 目的

へ と導入 目的の 軸足が シ フ トして い っ た。

　その ため ，こ の 2 つ の 導入 目的 に照 ら して成

果 を見て み よう。 まず，事業業績評価 ッ
ール と

して BSC は定着 しなか っ た 。 ただ，そ の 主 たる

要 因が 導 入 プ ロ セ ス に あ っ た と は 考 え て い な

い
。 比較的順 調 に推移 したオ

ープ ン シ ス テ ム事

業部で はそ の 後 も本格運 用 に 向けて作業 を進め

る こ とは可能で あ っ た。 しか しなが ら，他事業

部が主導する 主力事業 の 展開 の 速 さ は め ざま し

く， 全社的導入 の 展望が 見えな くな り，導入 プ

ロ ジ ェ ク トは頓挫 した と考 えて い る 。 研修終了

後 も，ニ ュ
ーヨーク

，
ロ ン ドン ，ソ ウ ル へ の子

会社設 立 に よ る海外進出 など，BSC 適用の 前提
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を越 えた ス ピー ド経営 の 中で ，事業業績評価 シ

ス テ ム を構築 し よ うとする機運 が そ がれ て い っ

た 。

　 そ の 一
方で ，BSC 導入プ ロ ジ ェ ク トはア ッ パ

ー ・ミ ドル ・ク ラ ス の マ ネジ ャ
ーに 戦略的思 考

を促 す契機と な っ た 。 プ ロ ジ ェ ク ト以前 に は ，

多 くの マ ネ ジ ャ
ー

が売上高 を唯一の 業績 目標 と

して認識 して い た の に対 して ，プロ ジ ェ ク ト開

始後は，多 くの 部長 ク ラ ス 以上の マ ネジ ャ
ー

が

集い
， 初め て 事業 ビ ジ ョ ン を議論 ・共有 し，戦

略マ ッ プお よび ス コ ア カ ー
ドの 策定 プ ロ セ ス に

お い て ， 4 つ の 視点か ら戦略 目標を見出 し，そ

れ を定量的 に測定す る指標 を設定 し，その 成果

責任 を担 うこ とを 自覚する に 至 っ た 。

Scapens
，
2000） に よ れ ば ，以 上 の 話は，比較的

容易 なル ー
ル の 変更に つ い て で あ る 。 導入 ・チ

ェ ン ジ を もう少 し長 い 時間軸で 見れ ば，ル ー
テ

ィ ン の チ ェ ン ジが起 こ らねば
， 定着 とは言 えな

い
。 定着の た め には

， 導入 シ ス テ ム とそ の 他の

現存す る 管理 ・業務 シ ス テ ム と の 融 合 を進 める

必要が ある 。 実務 的に も理論的に も，導入する

管理会計 シ ス テ ム の 主た る利用 者，影響を受け

る関係者と の接点が不 可 欠である 。

　とか く管理 会計 シ ス テ ム の 議論は，その 設計

が 主 た る 関心事で あ っ たが ，実際 の 導入 ・運用

に 役立 つ 知 見を得 るた め に は，導入 ・チ ェ ン ジ

の プ ロ セ ス を，そ の 深度 を下げて 観察する必 要

が ある 。

V 　むすび

　最後 に
， 研修の 目的に 照 ら して ，BSC 導入 プ

ロ ジ ェ ク ト を中心 と した 研修期間を通 じて 発見

した課題 と課題解決に向けた独創的研究の 着眼

点 に つ い て 述 べ た い 。 そ れ は，先述の ような事

業部 を取 り巻 く環境 要因 を除 く，導入プ ロ セ ス

に従事 した 貴重 な経験か ら得 た もの で ある 。

　導入する 管理会計 シ ス テ ム の 技術特性が そ の

組織 に 適合的で ある こ とを前提 とすれ ば，何 よ

り重要な導入促進要 因は ，シ ス テ ム の 設計 ・利

用者 をエ ン カ レ ッ ジする こ とで あ ろ う。 その た

め に
， 現場で 汗 をか ける チ ェ ン ジ ・チ ャ ン ピオ

ン の 存在 は不可欠で ある 。加えて ，  イ ン テ リ

ジ ェ ン トウ ェ イブ の よ うに ト ッ プ マ ネジ メ ン ト

が機能 して い る場合， トッ プ ・サ ポ ー トも重要

な要素 で あ ろ う。 実務的に は，チ ェ ン ジ ・チ ャ

ン ピ オ ン の 人選 が最 重要 な テ ーマ だ と言 える

し，理 論的には，その 機能 ・影響 に つ い て さ ら

な る研究が必要で ある 。

　 制 度 論 的 パ ー ス ペ ク テ ィ ブ （Burns　and

（謝辞）

　本研修中は ，白杉 政晴氏 をは じめ ，経営企画

室課長藪下 慶三氏 ほか，  イ ン テ リ ジ ェ ン トウ

ェ イブ の 方 々 に は，ご多忙 に も関わ らず ， 本学

会 の 企業研修制度な らび に BSC 導入 プ ロ ジ ェ ク

トへ の 理解をお示 し頂 き
， 多大 な る ご協力を頂

き，誠 にあ りが とうご ざい ま した 。

（注）

（⊥｝も ち ろ ん，見 積 時 点 で は想定 しな か っ た 工 数 の 増 加

　 な ど に よ り，受注 価 格 を原価 ・費用が 超 えて し ま う

　赤字プロ ジ ェ ク トが ない わ け で は な い 。しか しなが

　ら，そ れ は業績 目標 を売上 高か ら利益 （率）関連 の

　指 標 に 代 え る こ と で 解消 され る 問題 で は な く， 契約

　形 態 や プ ロ ジ ェ ク ト・
マ ネ ジ メ ン トの 問題 で あろ う。
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